
 

 

  

貸 借 対 照 表 
（2025年３月31日現在） 

  

  

 

        （単位：千円） 
  

科     目 金   額 科     目 金   額 

（資産の部）  （負債の部）  
流 動 資 産 2,429,814 流 動 負 債 1,208,192 

現金及び預金 86,127 買掛金 441,036 

電子記録債権 476,223 未払費用 292,488 

売掛金 1,280,077 未払法人税等 185,339 
契約資産 24,458 未払消費税等 49,630 
仕掛品 754 預り金 9,699 
未収金 6,044 賞与引当金 230,000 
前払費用 3,403 固 定 負 債 120,022 
その他 5,311 退職給付引当金 120,022 
ＣＭＳ預け金 547,413 負債合計 1,328,215 

固 定 資 産 233,707 （純資産の部）  
 有形固定資産 22,140 株 主 資 本 1,335,306 

建物 11,895 資本金 50,000 
工具、器具及び備品 10,245 利益剰余金 1,285,306 

 無形固定資産 6,473 利益準備金 12,500 
ソフトウェア 4,188 その他利益剰余金 1,272,806 
電話加入権 2,284 別途積立金 855,000 

 投資その他の資産 205,093 繰越利益剰余金 417,806 
繰延税金資産 202,071   

敷金 3,021 純資産合計 1,335,306 

資産合計 2,663,521 負債及び純資産合計 2,663,521 
 

   （注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
  



 

 

個 別 注 記 表 
          

  

(重要な会計方針に係る事項) 
  
 (１) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 仕掛品 ………………… 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下
による簿価切り下げの方法） 

 
 (２) 固定資産の減価償却方法 

 ① 有形固定資産 …… 定率法を採用しております。 

     (リース資産を除く) ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物
については、定額法によっております。 

 ② 無形固定資産 …… 定額法を採用しております。 

  自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間
（３～５年）に基づく定額法によっております。 

 
 (３) 引当金の計上基準 

 ① 賞与引当金 …………… 従業員に対する賞与支給に備え、支給見込額に基づき計上して

おります。 
 

 ② 退職給付引当金 ……… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において

発生していると認められる額を計上しております。 
 
 (４) 重要な収益及び費用の計上基準 

     当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容 

    及び当該履行義務を充足する通常の時点は以下の通りであります。 

         工事請負契約においては、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行 

     義務の充足に係る進捗度（進捗度の見積りは原価比例法）に基づき収益を認識しており 

         ます。 なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができない場合で、 

         かつ、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、 

         履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができる時まで、回収することが見 

         込まれる費用の額で収益を認識しております。 

 

 （収益認識に関する注記) 

     収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針に係る事項」の「（４）重要な 

   収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 
  



 

  
(株主資本等変動計算書に関する注記) 

  
(１) 発行済株式の種類及び総数に関する事項 
  

株式の種類 
当事業年度期首 
株式数（株） 

当事業年度増加 
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

譲渡制限株式 1,000 - - 1,000 

   
(２) 配当に関する事項 
  
①配当金支払額 
  

決議 株式の種類 
配当金の 
総額 

１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

2024年５月31日 
定時株主総会 

譲渡制限株式 260,000千円 260,000円  2024年３月31日 2024年６月３日 

  
②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

2025年５月30日開催の第43回定時株主総会において次のとおり付議いたします。 
  

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の 
総額 

１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

2025年５月30日 
定時株主総会 

譲渡制限株式 利益剰余金 310,000千円 310,000円 2025年３月31日 2025年６月２日 

 

(その他の注記) 

 (１) 有形固定資産の減価償却累計額 96,711千円 

 
    

 

   


